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 再整備を要する保安林の判定フローの補足説明 

 ②平面的に林帯を維持している 

 適正本数密度 

クロマツ海岸林の適正本数密度は期待樹高 10ｍ，期待相対密度 55%，形状比 70 とした場合 1,200

本/ha となる（図 1.1） 

 
図 1.1 疎林化した区域における再整備が必要な本数密度の判断基準 1 

 

 期待樹高 

静岡県のクロマツ海岸林における林齢と樹高の関係は図 1.2 に示すとおりであり，林齢 30 で樹高

7.3ｍ，林齢 40 で樹高 10.1ｍ程度である。 

「平成 27 年度 県単治山(治山調査)県有防災林整備調査業務委託 報告書」（平成 28 年 3 月）によ

る磐田市・袋井市・掛川市の現地根系調査対象木の樹齢は 30～42，樹高は 7.5～13ｍであった。 

再整備後にも現状の県有防災林が持つ機能が求められることから，事業対象地におけるクロマツの

期待樹高は 10m とする。 

 

                                            
1 「クロマツ海岸林の管理の手引きとその考え方－本数調整と侵入広葉樹の活用－」（2011，森林総合研究所）p.10
より作成 
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図 1.2 静岡県の海岸クロマツ林における林齢と樹高 

 

 相対密度 23 

林木が良好な生育を示し，同時に防災機能が高度に発揮される密度が海岸防災林の適性密度といわ

れている。防災機能を発揮するためには，ある程度うっ閉した林帯が維持されればよいが，うっ閉し

すぎると下枝が枯れあがった過密林となってしまう。 

本数調整をせずに森林を放置すると成長につれて林木個体間に競争が起き，競争に負けた林木は自

然間引き（枯損）される。これは，林木の大きさ（生育段階）に応じて林木が生存しうる最多の本数

密度に一定の限界があるということで，この林木の大きさに応じた密度の最大限度を最多密度という。 

参考までに，「収量比数（Ry）は，ある樹高で十分蓄積された段階の最多密度の林分材積に対して，

同じ樹高のある密度の林分材積の割合をいう。」4というように最多密度は用いられている。 

相対密度とは，ある林分の立木密度と，その林分と同胸高直径をもつ林分が保ち得る最多密度との

比率で，最多密度に対するその林分の相対的な混み具合をいう。 

千葉県九十九里浜のクロマツ海岸林では相対密度が 65％～75％になると下枝率が 60％以上の個

体が急増したことから，相対密度 55％を目標に，上限を 65％にすることとしている。 

海岸防災林が良好に生育し防災機能を発揮するためには，過密林または疎林とならないように適正

な目標本数を定めて本数調整を実施していく必要があり，この目標本数は，単に一定面積あたりの本

数を示す絶対密度ではなく，最多密度に対して 55％～65％であるよう相対密度を用いて算定する。 

例えば，形状比 70 を目標として植栽されたクロマツ林の林冠高（上層樹高上位の 5～20％の平均

値）が 10ｍの場合の平均胸高直径は 14.3cm（10m/形状比 70）となる。このとき，最多密度にお

ける立木本数は約 2,250 本/ha であり，良好な生育により防災機能を発揮させるための目標本数は，

相対密度 55％では約 1,200 本/ha，65％では約 1,450 本/ha となる。 

 

以上より，本事業では期待する相対密度を 55%とする。 

 

 形状比 70 

形状比（樹高／胸高直径）が 70～80 以上では風雪害の危険度が増すとされる。 

現地等調査では磐田市～掛川市のクロマツの形状比は概ね 70 以下であったことから適正本数密度

には形状比 70 を用いた。 

 

 ③内陸端部まで風衝林形を維持している 

 海側から内陸にかけて樹高 10ｍ以上の健全木が点在する区域 

最新の知見では，高木と低木が交互に配置され林冠の凹凸が大きくなるような横断林形は高木のみ

で構成された通常の林形と同程度の防風効果が得られることが示唆されている 5ことから，樹高 10m

以上の高木が点在する区域は防風機能が維持できていると考えられる。 

                                            
2 「クロマツ海岸林の管理の手引きとその考え方－本数調整と侵入広葉樹の活用－」（2011，森林総合研究所）p.7 
3 小田，1992，2-2 クロマツ林の林況 p.399-402，「日本の海岸林」，ソフトサイエンス社 
4 「改訂普及版 間伐のすべて」（第 2 刷 1982，日本林業調査会）p63 より引用 
5 【海岸林シリーズ】「海岸防災林における林冠粗度と風衝林形の関係について」（金澤牧子・吉﨑真司，「水利科学」

2016 年 10 月号(No 351)） 
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 ④今後 10年で風衝林形が回復見込み 

樹高 7ｍ以上の高木の集団がある区域は，下層（高木）の成長により今後 10 年間の猶予で風衝林

形が回復できる見込みがあるとする。 

樹高 7m は林齢 30 年のクロマツの期待樹高であり，10 年後の林齢 40 年では樹高 10m が期待で

きる。 

現地確認では以下の点に注意する。 

・高木は海岸林に適性のある種に限定する 

・クロマツ以外では周囲をクロマツに囲まれて成育している場合のみを評価 
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 治山事業対象区域内における再整備を要する保安林判定結果（R2.10時点） 
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令和２年１０月５日時点 
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 基準の根拠資料 

（1）「発生土利用基準について」1) 
表 2.1 道路盛土等の適用用途標準（表-3（1）） 
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（2）「河川土工マニュアル」2) 
表 2.2 建設機械の走行に必要なコーン指数（第 4章 p160表 4.2.4） 

 
 

 

（3）「治山工事標準仕様書の制定について」3) 

表 2.3 品質管理基準及び規格値（別表-3 p150-151より作成） 

区
分 

試験 
区分 試験項目 試験方法 試験 

対象 試験回数 基準値 

生
育
基
盤
盛
土 

必須 

土の粒度試験 JISＡ 1204 盛土 
当初及び土質の変化

時に 1 回。 

砂質土 
（S：砂土， 

SG：礫質砂， 
SF：細粒 

土壌 
pH 

JGS-0211 に準拠  
(地盤工学会基準) 同上 4.0～8.0pH 

選択 電気伝導  
(EC) 

JGS-0211 に準拠  
(地盤工学会基準) 同上 

当初及び土質の変化時に

1 回。 
塩類障害が懸念される盛

土材料を使用する場合 

1.0mS/㎝以下 

生
育
基
盤
盛
土
工
施
工 

必須 

透水試験 
植穴式透水試験又

は長谷川式簡易現

場透水試験 
同上 

原則として，盛土の完了後

に行う。検査は 2500 ㎡に

つき 1地点で行う。施工状

況等により必要に応じ試

験回数を増減する 

最終減水能 
30 ㎜/hr 以上 

土壌硬度試験 山中式土壌 
硬度計 * 同上 同上 

山中式土壌硬度計： 
23 ㎜以下 

長谷川式土壌硬度計：

1.0 ㎝/drop 以上 
*山中式土壌硬度計で測定する場合は，高さ 50 ㎝毎を標準とする。 
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表 2.4 生育基盤盛土工の仕様（第 4節 森林造成 p104-105より作成） 

第８０９条 
1. 受注者は，生育基盤盛土工の施工に当たっては，施工前に施工に支障を与える地物等を除去しな

ければならない。 
2. 受注者は，地下水位の位置や基礎地盤の状況等が設計図書に示されたものと著しく異なることを

確認した場合には，速やかに監督職員と協議しなければならない。 
3. 盛土材料は，指定された土質のものとする。なお，特に指定されない場合は，工事の目的に適し

たものとする。 
4. 受注者は，生育基盤盛土工敷内を清掃後，設計図書に従い，各測点ごとに丁張を設けなければな

らない。また，丁張を設ける場合には，所要の余盛高を考慮しなければならない。 
5. 受注者は，生育基盤盛土工に先立ち，盛土地盤の表面をかき起して，なじみよくしなければなら

ない。 
6. 受注者は，傾斜地盤に行う場合は，盛土の質，量，断面形状，傾斜程度等を考慮し，適切な幅，

深さを有する段切りを行い，盛土と原地盤の密着をはかり，滑動を防止するようにしなければな

らない。 
7. 受注者は，生育基盤盛土工の表層部は植栽木の根系の発達に影響があることから，過度の締固め

を行ってはならない。 
8. 受注者は生育基盤盛土工ののり面は，土羽打ちを行い，所定の勾配に仕上げなければならない。 
9. 受注者は，のり面の侵食防止を図るための緑化工については，第６３５条～第６４６条に準ずる

ものとする。 
 

 

表 2.5 治山工事施工管理基準（別表-1「出来高管理基準」p145より作成） 

構造物

の種類 項目 基準 測定基準 測定箇所 

生育基

盤盛土

工 

基準高▽h －5 施工延長 40m
（測定間隔

25m の場合は

50m）につき 1
か所，延長

40m（又は

50m）以下のも

のは 1 施工箇所

につき 2 箇所。 
基準高は，各法

肩で測定。 

 

法長ℓ 

ℓ＜5m 
 －10 

ℓ≧5m 法長－2% 

幅ｗ －10 
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（4）「植栽基盤整備技術マニュアル」4) 

表 2.6 標準調査判断・評価基準（p67表 2-18） 
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表 2.7 専門的な調査項目の判断・評価基準（p68表 2-19） 

 
 

  



参考-11 
 

表 2.8 土壌 pHに対する造園緑化植物の反応（適応性）の概要（p126表 3-12より作成） 

pH(H2O) 植物の生育状況 

3.0程度以下 ほぼ生育不能。数日～数ヶ月で枯損する。 

3.0～4.0程度 ほとんどの植物が（数週間～数年で）枯損に至るか，大きな障害をうける。 

4.0～5.0程度 
酸性を好む植物(チャ，サザン力，サツキ等)以外は，場合によっては生育の不

調等が現れる可能性がある。 

5.0～7.5程度 通常の植物の生育適正範囲。 

7.5～8.3程度 酸性を好む植物には生育の不調等が現れる可能性がある。 

8.3程度以上 

8.3以上の値は，日本の通常の土壌ではきわめて稀である。ただし，以下のよ

うな場合には出現することがあるが，植物の生育状況は個々の要因によって異

なるため，pH値だけで生育影響を断定することは難しい。 

・ 海成砂等で炭酸 Na塩を含む場合：時に 9を越える値になるが(多くの事例の

ように)ECが 0.1dS/m以下であれば，わずかな堆肥等で簡単に中性に戻るの

で，問題が生じる可能性は低い(pH測定液にピートモス粉末等を加えて pH低

下を確認することが好ましい)。 

・ 再生砕石(コンクリート破砕物)を多く含む土壊：再生砕石の pHは 10.5前後

であるが，多くの場合，多量に含む土壌でも短期的(数ヶ月)には，障害は出

にくい(ただし，酸性を好む植物を除く)。 

・ 人為的要因による薬品類等の添加：セメント，生石灰，消石灰，苛性ソーダ

等のアルカリ物質の添加は pH10 以上になることが多く，時に枯損を招くほ

どの障害になる場合もある。ただし pH 値のみで判断せず中和に必要な酸の

量等から害作用を類推する。 

ただし，このように高 pHでも常に問題が生じるとは断定できないが，ストレ

ス要因はできるだけ取り除くことが望ましい。当面の生育に問題がないと判断

されても，できるだけ土壌の緩衝能を高め，アルカリ性により不足が問題となる

鉄等の微量要素を多く含む完熟堆肥の施用実施などが望ましい。 
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（5）「農林土木工事共通仕様書」5) 

表 2.9 生育基盤盛土工の仕様 

（第 5編 第 3章 第 5節 3－5－1 p287より作成） 

1. 受注者は，生育基盤盛土工の施工に当たっては，施工前に施工に支障を与える地物等を除去しな

ければならない。 
2. 受注者は，地下水位の位置や基礎地盤の状況等が設計図書に示されたものと著しく異なることを

確認した場合には，速やかに監督員と協議しなければならない。 
3. 盛土材料は，指定された土質のものとする。なお，特に指定されない場合は，工事の目的に適し

たものとする。 
4. 受注者は，生育基盤盛土工敷内を清掃後，設計図書に従い，各測点ごとに丁張を設けなければな

らない。また，丁張を設ける場合には，所要の余盛高を考慮しなければならない。 
5. 受注者は，生育基盤盛土工に先立ち，盛土地盤の表面をかき起して，なじみよくしなければなら

ない。 
6. 受注者は，傾斜地盤に行う場合は，盛土の質，量，断面形状，傾斜程度等を考慮し，適切な幅，

深さを有する段切りを行い，盛土と原地盤の密着をはかり，滑動を防止するようにしなければな

らない。 
7. 受注者は，生育基盤盛土工の表層部は植栽木の根系の発達に影響があることから，過度の締固め

を行ってはならない。 
8. 受注者は生育基盤盛土工ののり面は，土羽打ちを行い，所定の勾配に仕上げなければならない。 
9. 受注者は，のり面の侵食防止を図るための緑化工については，第 3 編 1－14－2 植生工，本編第

2 章第 13 節伏工及び本編第 2 章第 14 節実播工の規定による。 
 

表 2.10 防風工の仕様（第 5編 第 3章 第 5節 3－5－2 p287より作成） 

1. 受注者は，防風工の方向は，原則として主風方向に直角に施工しなければならない。 
2. 受注者は，防風工については，強風等で倒壊しないよう，杭建込み後，十分突き固めるほか，

構成資材の緊結等を堅固に行なわなければならない。 
3. 3．受注者は，防風工の遮風壁の隙間には，ムラが生じないように取り付けなければならない。 

 

表 2.11 植栽の仕様（第 5編 第 4章 第 3節 4－3－4 p290～291より作成） 

1. 受注者は，苗木の植付け本数，苗木の間隔及び樹種別混植割合は，設計図書によらなければな

らない。また，植付け地点に岩石，根株等の障害物があって植え難い場合は，その上下に若干

移動して植え付けるものとする。 
2. 受注者は，植付けのため作業地に苗木を運搬したときは，直ちに束を緩めて仮値を行い，むし

ろ等で覆って風，日光にさらさないようにしなければならない。 
3. 受注者は，苗木を携帯するときは，根を露出させないように必ず苗木袋を使用する等の適切な

処置を講じなければならない。 
4. 受注者は，植穴については，径及び深さをそれぞれ 30 ㎝程度に掘り耕転し，石礫及び根株等

の有害物を除去しなければならない。ただし，地形，土質条件により所定の植穴が掘れない場

合は，監督員と協議しなければならない。 
5. 受注者は，堆肥を基肥とする場合には，植穴最下部に入れ，5cm から 10cm 覆土をしなけれ

ばならない。 
6. 受注者は，苗木の植え付けにあたっては，やや深めに根を自然状態のまま広げて植穴の中央に

立て，苗木をゆり動かしながら手で覆土し，苗木を少し引上げ加減にして周囲を踏み固め，そ

の後，窪みにならないようにいくぶん高めに覆土するが，深植，浅植とならないようにしなけ

ればならない。 
7. 受注者は，化学肥料を基肥とする場合には，ある程度埋め戻した後，根張り（又は枝張り）の

外側に点状，半月状又は輪状に苗木に触れないように施し，更に周囲に残っている土を肥料の

深さが３から 10cm になるように盛り上げ，再び踏み固めなければならない。 
8. 受注者は，日光の直射が強い日及び強風の際は，なるべく植付けを避けるものとし，やむを得
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ず実施する場合は，苗木，植穴，覆土等の乾燥に十分注意しなければならない。 
9. 受注者は，気象状況により乾燥が続くとき，植付け後の活着が危ぶまれるときは作業を中止し，

監督員に報告しなければならない。 
10. 受注者は，肥料は，直射日光，雨水等にさらさないように覆いをして保管しなければならない。 
11. 受注者は，配合肥料（粒状肥料を含む）を施肥する場合は，基準量の入る升を使用しなければ

ならない。 
12. 受注者は，肥料が直接植栽木の根に接触しないように留意し，均等に根から吸収されるように

散布し，施肥しなければならない。 
13. 受注者は，大，中苗木の掘取り，荷作り等は，１日の植付け作業量等を考慮し，迅速に行わな

ければならない。なお，苗木の根鉢の大きさは，根元径の４から５倍程度を標準とし，縄，こ

も等で根巻きしなければならない。また，植付け後に苗木の衰弱が予想される場合は，監督員

と協議し，幹巻き等の保護処置を講じなければならない。 
14. 受注者は，大，中苗木の植穴については，根鉢に対して余裕をもった大きさとなるよう十分に

掘り起こし，掘り起こした土砂は破砕した上で，石礫等を取り除かなければならない。また地

被物を除去する場合には，十分に掘り起こし，砕土した後，根茎，石礫，落ち葉等を取り除か

なければならない。なお，土壌条件が不適当な場合は，監督員と協議し，客土等の処置を講じ

なければならない。 
15. 受注者は，大，中苗木を所定の位置に安定させた後，覆土をしながら突棒で十分に突き固めな

ければならない。なお，乾燥が著しく植栽木に枯損の恐れがある場合には，監督員と協議して

覆土と水ぎめを交互に行い，水鉢を設けるなどの処置を取らなければならない。 
16. 受注者は，大，中植木を植え付け後，速やかに所定の支柱を取り付けなければならない。 
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（6）「治山技術基準第３編防災林造成事業」6)  

表 2.12 生育基盤厚さと津波耐性等との関係（参考 表４－６－１より作成） 

生育基盤厚さ マツを中心とした樹木の生育と生育基盤

厚さの津波耐性（傾き・根返り，流失） 選択条件 

0 ～ 0.5 ｍ ・根系が健全に生育することが困難 
・砂地盤であれば地震動で液状化，また地

盤沈下の影響が考えられ，津波による

傾き・根返りや流失の危険性が非常に

高い 

盛土をすべきであるが，特

に重要な自然環境の保全を

部分的に考慮する場所では

盛土をしない選択が可能 
 

0.5 ～ 1 ｍ ・ある程度の樹高まで生育可能 
・津波による傾き・根返りや流失の危険性

が高い 

できる限り盛土した方がよ

い 

1 ～ 1.5 ｍ ・対象地の最大樹高程度まで健全に生育

する 
・津波により傾き・根返りする可能性があ

る 

できれば盛土した方がよい 

1.5 ～ 2 ｍ ・津波により傾き・根返りや流失する可し

能性は低い 
根返りを防止する目標であ

れば，この範囲での選択が

可能 
2 ～ 3 ｍ ・樹木の幹折れについては，津波の流体力

や津波を受けた林帯条件，単木の樹齢，

樹形，直径，形状比等との関係もあるの

で，生育基盤厚さだけでは判断できな

いが，津波耐性は高い 

特に対応の必要なし 
 

 

表 2.13 防風工の高さ，構造等（参考４－６－３－２より作成） 

１ 防風工の高さ 
防風工の高さは，一般に，２～３ｍで設計される。 

２ 防風工の風速の減少効果範囲 
適度な遮風率を有する防風工は，一般に，風速の減少効果範囲については風下側で高さの 35 

倍程度まで及ぶとされている。 
３ 防風工の遮風材及び遮風率 

防風工の遮風材には，一般に，防風柵にはヨシ，竹，木材等が，防風ネットには各種繊維，合

成樹脂，金属等が用いられる。 
防風工の遮風率は，風洞実験の結果より，60 ％程度を標準とする。 

４ 防風工に必要とされる耐久性 
海岸防災林の造成にあっては，植栽木の初期生育を促進し，成林しやすい環境を確保するため

に設けるものであるから，防風工は半永久的な構造を必要としない場合が多い。 
また，必要とする期間を通じた耐久性を有するものとするか，補修を前提として簡易な施設に

するかは，事業対象海岸の主風の特性等を考慮して経済的なものを選定する。 
５ 防風工の使用材料及び構造 

防風工の使用材料は，一般に木材，合成樹脂，軽量鋼材等が用いられている。使用材料の選定

に当たっては，風圧だけでなく，潮風による錆の発生にも留意する。特に鋼材類を使用する場合

には，潮風によって錆びないような加工を検討する。 
防風工の主柱，支柱の構造には，主柱のみの単柱型，主柱と支柱を組み合わせた控え柱型があ

るが，現地の状況に適したものを選択する。 
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（7）「土木工事共通仕様書」7) 
表 2.14 盛土工の仕様 

（第 1編 第 2章 第 3節 2-3-3より作成） 

1. 盛土工とは，流用土・発生土・採取土・購入土を利用して，敷均し・締固めする作業をいい，

それぞれの定義は下記のとおりとする。 
(1) 流用土・・・自工区で生じた掘削土・作業土工残土をいう。 
①利用土・・・自工区で生じた掘削土のうち，自工区で直接利用するものをいう。 
②仮置土・・・流用土のうち，一時的に仮の場所へ運搬されたものをいい，仮置きされた場所

から，積込･運搬する作業を含むものをいう。 
(2) 発生土・・・他工区で発生し，自工区へ搬入されるものをいう。 
(3) 採取土・・・他の場所から掘削・運搬するもの及び他工区で仮置きされたもの。積込・運

搬する作業を含むものをいう。 
(4) 購入土・・・現場までの運搬費等を含んだ価格で購入した土砂をいう。 

2. 盛土工の施工については，次の各号の規定による。 
(1) 受注者は，施工中の盛土表面については，3％以上 10％以下の横断勾配を得るよう施工し

なければならない。なお，施工を中止する場合及び降雨が予想される場合には，表面を平

滑に転圧仕上げをし，雨水の浸透が少なくなるよう施工する。 
(2) 受注者は，盛土工で流用土・発生土・採取土及び購入土等が重複する工事にあっては，そ

れぞれの出来形等を確認する。 
(3) 受注者は，盛土作業においては，木根・腐植土等の取除き及びこね返しを受けた部分の取

除き処理を行わなければならない。 
(4) 受注者は，盛土に使用できない不良土は，監督員と協議し処理をしなければならない。 
(5) 受注者は，盛土の締固め管理を密度管理としなければならない。但し，密度管理が不適当

な場合は監督員と協議を行い表２－３の締固め管理を行わなければならない。 
表 2.15 締固め管理（表２－３） 

転圧機種 規格 一層の仕上がり厚さ

（m） 回数（回） 

ブルドーザー 21t 0.3 4 以上 
〃 15t 0.3 5 以上 

振動ローラー 2.5t～2.8t 0.3 5 以上 
タンパ 60 ㎏～100 ㎏ 0.2 3 以上 

注）一層の仕上がり厚さは，目標値とする。 
 
3. 受注者は，軟弱地盤の盛土工の施工に当たり，次の各項目等の沈下量確認方法について施工計

画書に記載しなければならない。 
(1) 運搬車両による確認 
(2) 土取り場における跡坪測量における確認 
(3) 沈下板等による確認 
(4) その他必要な記録 

4. 受注者は，盛土工の開始にあたって，地盤の表面を本条 3 項に示す盛土層厚の 1／2 の厚さま

で掻き起こしてほぐし，盛土材料とともに締固め，地盤と盛土の一体性を確保しなければなら

ない。 
5. 受注者は，１：４より急な勾配を有する地盤上に盛土を行う場合には，特に指示する場合を除

き，段切を行い，盛土と現地盤の密着を図り，滑動を防止しなければならない。 
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図 2.1 盛土基礎地盤の段切 

6. 受注者は，築堤の盛土工の施工において，一層の仕上り厚を 30 ㎝以下とし，平坦に締固めな

ければならない。 
7. 受注者は，構造物の隣接箇所や狭い箇所の盛土工について，タンパ・振動ローラ等の小型締固

め機械により締固めなければならない。 
8. また，樋管等の構造物がある場合には，過重な偏土圧のかからないように盛土し，締固めなけ

ればならない。 
9. 受注者は，盛土材料に石が混入する場合には，その施工にあたって石が一ヶ所に集まらないよ

うにしなければならない。 
10. 受注者は，盛土工の作業終了時又は作業を中断する場合は，表面に 4％程度の横断勾配を設け

るとともに，平坦に締固め，排水が良好に行われるようにしなければならない。 
11. 受注者は，締固め作業の実施にあたり，適切な含水比の状態で施工しなければならない。 
12. 受注者は，盛土工の施工中，予期できなかった沈下等の有害な現象のあった場合には，工事を

中止し，監督員と協議しなければならない。ただし，緊急を要する場合には，応急処置をとっ

た後，直ちに監督員に通知しなければならない。 
13. 受注者は，土の採取に先立ち，指定された採取場について地形を実測し，資料を監督員に提出

しなければならない。ただし，受注者は，実測困難な場合等には，これに代わる資料により，

監督員の承諾を得なければならない。 
14. 受注者は，土の採取にあたり，採取場の維持及び修復について採取場ごとの条件に応じて施工

するとともに，土の採取中，土質に著しい変化があった場合には，監督員と協議しなければな

らない。 
15. 受注者は，採取土盛土及び購入土盛土の施工にあたって，採取土及び購入土を運搬する場合に

は沿道住民に迷惑がかからないようにつとめなければならない。流用土盛土及び発生土盛土の

施工にあたっても，一般道を運搬に利用する場合も同様とする。 
16. 受注者は，軟弱地盤上の盛土の施工にあたり，沈下のおそれのある場所の盛土の丁張を，常時

点検しなければならない。 
17. 受注者は，軟弱地盤上の盛土工施工時の沈下量確認方法については，設計図書によらなければ

ならない。 
18. 受注者は，軟弱地盤及び地下水位の高い地盤上に盛土工を行う場合には，速やかに排水施設を

設け，盛土敷の乾燥を図らなければならない。 
19. 軟弱地盤上の盛土工の施工の一段階の盛土高さは設計図書によるものとし，受注者は，その沈

下や周囲の地盤の水平変位等を監視しながら盛土を施工し，監督員の承諾を得た後，次の盛土

に着手しなければならない。 
20. 受注者は，軟弱地盤上の盛土工の施工中，予期できなかった沈下又は滑動等が生ずるおそれが

あると予測された場合には，工事を中止し，設計図書に関して監督員と協議しなければならな

い。ただし，緊急を要する場合には，応急処置をとった後，直ちにその措置内容を，監督員に

通知しなければならない。 
21. 受注者は，砂防土工における斜面対策としての盛土工（押え盛土）を行うに当たり，盛土量，

盛土の位置ならびに盛土基礎地盤の特性等について現状の状況等を照査した上で，それらを施

工計画に反映しなければならない。 
22. 受注者は，掘削（切土）・盛土の工程等の都合又は他工事との工程等の調整により，仮置きが

必要となる場合には，その処理方法等について，監督員と協議する。 
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（8）「土木工事施工管理基準」8) 
表 2.16 盛土工の出来高管理基準及び規格値 

（第 1編 第 2章 第 3節 2-3-3 p49より作成） 

工種 測定項目 規格値 測定基準 測定箇所 

盛土 

基準高▽ －50  

 

法長 
ℓ＜５ｍ －100 施工延長 40ｍ（測点

間隔 25ｍの場合は 50
ｍ）につき１箇所，

延長 40ｍ（又は 50
ｍ）以下のものは１

施工箇所につき２箇

所。 
基準高は各法肩で測

定。 

ℓ≧５ｍ 法長の－

２％ 

幅Ｗ１，Ｗ２ －100 

勾配 －0.5 分 
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（9）有識者ヒアリング 
表 2.17 中東遠“ふじのくに森の防潮堤づくり”評価方法(案) 

評価 
項目 

評価方法（案） 

生
育
基
盤

評
価 

 盛土材の産地，運搬方法，材質の記録。 
 締固め方法，使用機材，実施時期等施工方法の記録。 
 施工後の土壌硬度，透水性，水分量の評価。 
 盛土材の経年変化の記録（硬度，透水性，水分量，侵食などの地表面状況，層位状況 等）。 

植
生
評
価 

 苗木産地，樹種，種類（裸苗等）の記録。 

 植栽木の生長記録（樹高，地際直径，枝張，葉色，葉量，新芽状況，ネクロシスの有無，活性

度，被植率，写真 等） 

 植栽木の生長確認は，経年調査以外にイベント時にも調査することが望ましい（台風，高潮，

低気圧通過時等）。 

 ベルトトランセクト，ライントランセクトによる調査。 

 植栽初期（例えば 3年程度）は高い頻度で調査し，それ以降は数年おきのモニタリング調査を

実施。期間は 20～30年程度継続が望ましい。 

 根系生長は，苗，盛土材，施工方法の種類ごとに実施。 

 植栽初期の根系生長が旺盛であるため，3 年程度は毎年掘り取り調査を実施。その後は 5～10

年後の掘り取り調査で十分。 

 盛土前面の砂草の変化も調査が必要（写真によるモニタリング調査等）。 

防
災
機
能
評
価 

 生育基盤（盛土）高さの根拠の明確化。 

 地域の気候特性（風環境や降雨，気温等）の把握（過去 30年程度）。 

 地域における過去の気象災害の把握。 

 具体的なモニタリング項目は，風環境（風向・風速・発生頻度等），塩分濃度（飛来塩分），

飛砂（飛砂は前面のみ）とし，汀線から内陸にかけて調査。 

 盛土造成前後の比較が必要（上記調査項目）。 

 盛土造成前後の比較は，同一箇所での必要はない。ただし，盛土後は同地点でのモニタリング

調査必要。 

 調査は，水平・鉛直方向での変化を把握する（可能であれば，状況の異なる箇所で 3断面程度）。 

 盛土の影響，植栽木生長の影響が確認できるよう調査。 

 盛土の影響評価は，盛土前後のモニタリング調査で実施。盛土部に定点は必要なく移動観測で

の補間で十分。 

 調査頻度は，盛土実施直後の基礎データを取得し，植生の生長が著しい植栽初期の頻度を高く，

その後は 5年おき等に実施。冬期間の観測で良い。 

●留意点 
 盛土前の観測箇所設置は，盛土の影響を受けないよう盛土から十分離す必要有。 

 モニタリング調査は，同一箇所，同一高さ，同一手法で実施し同一解析を行う必要あり（場所・

手法の記録を残す）。 

 盛土造成前後の計測は，地面からの計測高さを統一する。 

 既往の知見からは，盛土前面の結果が評価しにくいため，飛砂環境等，盛土前面調査の詳細な

実施が必要。 

事
業
説
明
手
法 

 事業全体の情報をわかりやすく伝えるため，広範囲の調査が必要（事業期間が延びても実施し

ておく必要有）（後背部の調査や断面調査等）。 

 計画段階から住民の理解を得る手法を検討しておく必要有。 

 事業評価を実施しながら，構想（施工）を改善する形での事業推進が必要。 

 松くい虫被害についての十分な説明と，被害を抑制するための林形などを検討する必要有。地

域の協力が必要な旨を各段階で伝える工夫が必要。 

 日常的に現場状況やモニタリング状況を紹介する現場説明会の開催が良い。 

 可能であれば，モニタリングを住民参加型にする等の手法を取り入れるのも一案。 
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 土壌改良の参考例 

「植栽基盤整備技術マニュアル」4)より，土壌改良方法を紹介する。 

 物理性の改良 

表 3.1 普通耕（浅層耕耘） 
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表 3.2 深耕（深層耕耘） 
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表 3.3 深耕（深層耕耘）（その２） 
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 化学性の改良 

表 3.4土性改良（土壌改良） 
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 土壌改良資材 

表 3.5 政令指定土壌改良材 

 

 

表 3.6各種土壌改良材の効果 
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